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会 長　向殿 政男 理事長　芦谷 公稔

　公益財団法人鉄道総合技術研究所は、日本国有鉄道改革法（昭和 61 年法律第 87 号）
第 11 条第 1 項の試験研究に関する業務を引き継ぐ財団法人として、1986 年（昭和 61 年）
12 月 10 日に設立されました。1987 年（昭和 62 年）4 月 1 日に本格的な事業活動を
開始し、2011 年（平成 23 年）4 月 1 日に公益財団法人へ移行しました。

　車両、土木、電気、情報・通信、材料、環境、人間科学など、鉄道技術に関する基礎
から応用にわたる総合的な研究開発を行い、鉄道の発展と学術・文化の向上に寄与します。

ごあいさつ
　鉄道を取り巻く環境は、大規模自然災害の頻発、労働力不足、インフラの老朽化やカー
ボンニュートラルの実現、地域鉄道の事業継続など、かつてないほど深刻化、複雑化し
ています。その一方で、AIをはじめとするデジタル技術など科学技術の進展は、鉄道にとっ
ても新たな可能性を大きく切り拓いています。
　鉄道総合技術研究所は、「革新的な技術を創出し、鉄道の発展と豊かな社会の実現に貢
献します」というビジョンのもと、研究開発を軸として社会の要請に応える取り組みを
推進してまいりました。
　2025 年 度 か ら は、 新 た な「 基 本 計 画　 ― 持 続 可 能 な 鉄 道 シ ス テ ム の 創 造 ―　
RESEARCH 2030」を開始しています。本計画では、研究開発の目標として「安全性の向上」

「生産性の向上」「環境との調和」「利便性の向上」の４つを設定し、研究開発の柱である
「鉄道の将来に向けた研究開発」「実用的な技術開発」「鉄道の基礎研究」を一体的に推進
してまいります。
　今後も、国や鉄道事業者、産業界との連携を一層強化し、研究開発を軸とした成果の
社会実装を加速することで、安全で安心、かつスマートで環境にやさしい鉄道の実現に
力強く貢献するとともに、鉄道を通じた持続可能な社会の発展に向け挑戦し続けてまい
ります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長
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鉄道総研の施設

勝木塩害実験所
新潟県村上市

電気設備に関する塩害ばく露
実験を行っています。

塩沢雪害防止実験所
新潟県南魚沼市

雪氷現象や雪害対策について種々の実
験・解析を行っています。

日野土木実験所
東京都日野市

メンテナンスコストの削減や騒音・振動
低減を目指した軌道構造などの研究開発
を行っています。

風洞技術センター
滋賀県米原市

世界トップクラスの低騒音性能（75dB-300km/h 時）と
高い風速性能（最大 400km/h）を兼ね備えた大型低騒音
風洞です。高速走行時に車両から発生する空力騒音の低
減、空力・騒音特性の改善などの研究開発を行っています。

新宿オフィス
東京都渋谷区

国立研究所
東京都国分寺市

研究所の事業活動の拠点として、約 17.7 万㎡の敷地に、研究棟、実験棟、
試験線などを備えています。

宮崎実験センター
宮崎県日向市

鉄道総研の概要

JR 部長

鉄道力学研究部

空力・騒音研究部

防災技術研究部

信号技術研究部

情報通信技術研究部

材料技術研究部

構造物技術研究部

電力技術研究部

人間科学研究部

軌道技術研究部

車両技術研究部

鉄道地震工学研究センター

事業推進部　

鉄道技術推進センター

鉄道国際規格センター

研究開発推進部

理 

事 

会

理 

事 

長

理 

事

専
務
理
事

監 

事

会 

長

コンプライアンス推進室

企 画 室

総 務 部
宮崎実験センター

経 理 部
評
議
員
会

風洞技術センター
山梨実験センター

健保システムセンター

超電導応用技術研究部

名　称	 公益財団法人鉄道総合技術研究所（略称 鉄道総研）
	 Railway Technical Research Institute （RTRI）

事　業	 (1) 鉄道技術及び鉄道労働科学に関する研究開発
	 (2) 鉄道及びこれに関連する（以下、鉄道等の）技術及び科学の調査
	 (3) 鉄道の技術基準に関する原案作成
	 (4) 鉄道等の図書、資料及び情報の収集及び公開
	 (5) 鉄道等の技術及び科学の振興に関する出版及び講習会の開催
	 (6) 鉄道等の技術及び科学に関する診断、助言及び指導
	 (7) 鉄道等の国際規格に関する原案作成及び標準化の提案
	 (8) 鉄道等の技術及び科学に関する資格認定
	 (9) 前各号に掲げる事業以外で委託された研究開発
	 (10) その他この法人の目的を達成するために必要な事業

職員数	 530 人（2026 年 4 月 1 日現在）
	 うち有資格者数　博士 : 210 名 / 技術士 : 99 名

事業規模（経常収益）	 196 億円（2026 年度予算）

組　織（2026 年 4 月現在）
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「革新的な技術を創出し、
　鉄道の発展と豊かな社会の実現に貢献します」

鉄道総研は次の３つの使命を果たします。

■ 鉄道の安全、技術向上、運営に貢献するダイナミックな研究開発活動を行うこと

■ 鉄道全般に及ぶ深い知見を蓄積し、技術的良識に基づく中立な活動を行うこと

■ 日本の鉄道技術の先端を担い、世界の鉄道技術をリードすること

― 使 命 ―

1907 ●  帝国鉄道庁鉄道調査所として創設

1987 ● �日本国有鉄道の分割・民営化に伴い、試験研究に関する業務を承継

1913 ●  鉄道院・総裁官房研究所となる

1942 ●  鉄道技術研究所に改称

1949 ●  日本国有鉄道発足に伴い本社付属機関となる

1957 ●  �銀座山葉ホールで講演会を開催「超特急列車、東京－大阪間 3 時間への可能性」

1957 ●  構造物設計事務所設立

1959 ●  研究所本体を東京都北多摩郡国分寺町（現・国分寺市）に移転

1960 ●  アジア各国鉄道首脳懇談会（ARC）を開催

1963 ●  国鉄労働科学研究所開設

1977 ● 宮崎浮上式鉄道実験センター開設

1986 ● �財団法人鉄道総合技術研究所（東京都国分寺市）の設立

1920 ●  鉄道省大臣官房研究所となる

2025 ● �基本計画「RESEARCH 2030」がスタート

1993 ● ブレーキ試験装置完成

2019 ● �世界鉄道研究会議「WCRR 2019」を
　　　　　　  東京国際フォーラムで開催

2012 ● �ISO（国際標準化機構）／ TC 269（鉄道分野専
門委員会）の国内審議団体となる

2011 ● �公益財団法人に移行

2010 ● �鉄道国際規格センター発足、ISO ／ TC 17（鋼専門委員会）／
SC 15（レール及び附属物分科委員会）の国内審議団体となる

2008 ● 大型振動試験装置完成

2004 ● �IEC（国際電気標準会議）／ TC 9（鉄道用電気設備とシステム
専門委員会）の国内審議団体となる

2003 ● �山梨リニア実験線で有人での世界最高速度（当時）となる時速 581 キロを達成

1999 ● �世界鉄道研究会議「WCRR‘99」を鉄道総研で開催

1997 ● �山梨リニア実験線で走行試験を開始

1996 ● �大型低騒音風洞完成、鉄道技術推進センター発足

2014 ● 鉄道地震工学研究センター発足

1990 ● 車両試験装置完成

鉄道総研のあゆみ

2020 ● �低騒音列車模型走行試験装置完成・高速パンタグラフ試験装置完成

2021 ● 高速輪軸試験装置完成

鉄道総研のビジョン

銀座山葉ホールで講演会を開催
「超特急列車、東京－大阪間 3 時間への可能性」

公益財団法人に移行

財団法人鉄道総合技術研究所の設立
（開業記念式典 1987.4.1）

研究所本体を東京都北多摩郡国分寺町
（現・国分寺市）に移転
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基本計画 RESEARCH 2030

―持続可能な鉄道システムの創造―
2025 年度から 2029 年度までの 5 年間を計画期間とする基本計画「RESEARCH 2030」を
策定し、「持続可能な鉄道システムの創造」を目指し活動を推進します。

研究開発の目標

■ 安全性の向上	 ■ 生産性の向上
■ 環境との調和	 ■ 利便性の向上

研究開発の柱

● 鉄道の将来に向けた研究開発
　  �鉄道事業者のニーズや社会動向に鉄道総研の総合力を発揮して

応えるプロジェクト形式の５つの大課題

● 実用的な技術開発
　  �実用的な成果を適時、的確に提供し、鉄道事業の諸課題解決に

即効性のあるテーマ

● 鉄道の基礎研究
　  �鉄道固有現象の解明などの革新的な技術の源泉となるテーマ

�①テーマの設定
・基礎研究から応用開発までをカバー
・最終目標と研究開発段階ごとのマイルストーンを設置
・実用化開発段階では、革新的な技術の社会実装に必要な法令や技術基準の整備を支援
・国際規格開発への展開を配慮

②諸課題の本質の追究と解決の原動力となる研究開発のコア技術の高度化を図る。

③�異なる技術分野間や鉄道事業者間の技術連携、データ連携・共有などを促進し、新たな価値の創造や研究
開発成果の品質向上、開発期間の短縮を目指す。

研究開発の目標と柱

研究開発の進め方

活動の基本方針
（１）安全性向上、特に激甚化する自然災害に対する強靭化（１）安全性向上、特に激甚化する自然災害に対する強靭化

・自然災害に対する鉄道の強靭化、地上・車両設備の故障防止及び老朽化に対応する研究開発を実施・自然災害に対する鉄道の強靭化、地上・車両設備の故障防止及び老朽化に対応する研究開発を実施
・災害や事故の被害・原因調査及び復旧方法・再発防止対策の提案に関わる診断指導を推進・災害や事故の被害・原因調査及び復旧方法・再発防止対策の提案に関わる診断指導を推進

（２）鉄道システムの生産性の向上及び脱炭素化（２）鉄道システムの生産性の向上及び脱炭素化

・最先端の ICT を活用した鉄道システムの生産性向上や鉄道の脱炭素化に資する研究開発を実施・最先端の ICT を活用した鉄道システムの生産性向上や鉄道の脱炭素化に資する研究開発を実施
・社会実装にあたり、関連する法令や技術基準の整備を支援・社会実装にあたり、関連する法令や技術基準の整備を支援

（３）総合力の発揮による鉄道技術の諸課題解決（３）総合力の発揮による鉄道技術の諸課題解決

・基礎研究から応用開発までをシームレスに、分野横断的な体制により鉄道技術の諸課題を解決・基礎研究から応用開発までをシームレスに、分野横断的な体制により鉄道技術の諸課題を解決
・鉄道の諸課題の本質の追究と解決の原動力となる研究開発のコア技術に重点的にリソースを投入・鉄道の諸課題の本質の追究と解決の原動力となる研究開発のコア技術に重点的にリソースを投入

（４）日本の鉄道技術の国際的プレゼンスの向上（４）日本の鉄道技術の国際的プレゼンスの向上

・海外の鉄道事業者や研究機関との技術交流により研究開発を活性化・海外の鉄道事業者や研究機関との技術交流により研究開発を活性化
・国際標準化活動の拠点としてリーダーシップを発揮し戦略的に活動・国際標準化活動の拠点としてリーダーシップを発揮し戦略的に活動

（５）職員一人一人が自己実現を実感できる活力ある職場創り（５）職員一人一人が自己実現を実感できる活力ある職場創り

・多様な価値観を尊重し、一人一人が自己実現を実感できるウェルビーイングな職場を創造・多様な価値観を尊重し、一人一人が自己実現を実感できるウェルビーイングな職場を創造

基本計画全文に
つ い て は 弊 所
ウェブサイトを
ご覧ください。
(PDF(5.5MB))︎
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鉄道の将来に向けた研究開発
鉄道事業者のニーズや社会動向に応える課題で、鉄道総研の研究開発能力の高い分野や特長
のある領域を活かせる課題、鉄道総研の総合力を発揮できる課題などに取り組みます。

激甚化する自然災害に対する強靭化

メンテナンスの省人化

自動運転の高度化

鉄道システムの脱炭素化

シミュレーションによる鉄道固有現象の解明

激甚化、広域化、頻発化する自然災害への効果的な対策により鉄道の強靭化に資するため、自然災害に対する防
災対策効果の定量化手法の構築、及びハード・ソフト対策の高度化を図ります。

安全・安定運行と省人化を両立可能なメンテナンス体系の実現を目指し、メンテナンス手法や要素技術を開発す
るとともに、社会実装に必要な技術基準などの整備を支援します。

自動運転システムの低コスト化による広範な普及を目指し、列車制御や前方認識に関する要素技術を開発すると
ともに、社会実装に必要な技術基準などの整備を支援します。

鉄道の諸課題の本質の追究と解決の原動力となるコア技術の高度化に向けて、数値試験機や高度数値シミュレー
ションにより、鉄道固有現象のメカニズム解明を行います。

激甚化する自然災害に対する強靭化

メンテナンスの省人化

自動運転の高度化

鉄道システムの脱炭素化

シミュレーションによる鉄道固有現象の解明
車上ＤＢと絶対位置情報
に基づくパターン生成

低コストなGOA2.5自動運転システムの開発

GNSS

DB
車上
装置

倒木・落石

既存の鉄道システムを活用した
自動運転システムの基盤技術の開発

踏切・線路内立ち入り

目視業務の代替のための前方認識技術

ホーム異常検知

GOA3以上で必要な総合的な
安全確保の機能要件

絶対位置検出

慣性センサ等

速度発電機ATS-Sx 地上子  

車上計測を主体とした
軌道のメンテナンスの体系化

軌道のメンテナンスの省人化

橋りょうのメンテナンスの省人化

劣化予測に基づく橋りょうの
メンテナンスの体系化

各種調査機器
による性能評価

統合分析プラットフォームによる
鉄道メンテナンス業務の省人化

統一形式変換・位置情報一元化

統一キロ程

各系統のデータ

車上計測
データ

設備管理
台帳データ

検測・診断
データ

交換・検査周期提案

劣化予測
リスク評価

統一形式データサーバ
系統横断データ

アセットマネジメント

検査

前方画像

車両運行の省エネ化

電動車両用駆動システムの高効率化

車載蓄電池システムの小型軽量化

水素燃料車両システムの評価

マルチモード
駆動システムの開発

地域鉄道に適した駆動システム

地域鉄道向け車両のコンセプトの提案と試作

(車上軌道検測)

(自動運転)

車両運行の非化石化

車両運行の省エネ化

電動車両用駆動システムの高効率化

車載蓄電池システムの小型軽量化

水素燃料車両システムの評価

マルチモード
駆動システムの開発

地域鉄道に適した駆動システム

地域鉄道向け車両のコンセプトの提案と試作

(車上軌道検測)

(自動運転)

車両運行の非化石化

2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現に向けて、鉄道車両における CO₂ 排出量削減に資する要素技術の
開発及び社会実装の支援を行います。
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時間的に変化する動的な風速マップ

光切断式トロリ線摩耗計測システム
実車への適用

車両側面カメラ 乗務員への通知

検知の様子

運転台での表示例

白杖
ベビーカー
車いす
頭部
人

広い範囲で警報発出
規定値を
超えた地震計
震源
海底地震計

巨大地震検知手法 提供：防災科学技術研究所

海底地震計

安全性の向上

雨・風・雪・地震等の災害に強いシステム 事故・故障に強いシステム

列車運行の安全性向上

橋脚基礎が大雨による
洗掘で被災した場合の
使用可否を、現地での
載荷試験を実施せず
に、重錘による打撃で
計測される橋脚の振動
から診断します。

車上のカメラとレーザーにより、最高 360km/h で走行しながら、偏摩耗箇所も含めてトロリ線の摩耗
状態を自動的に計測します。

車両側面のカメラによる画像をＡＩ処理することにより、
人物や車いすなどの車両への接近状況を検知し、タイム
リーに乗務員に通知します。

▶巨大地震の早期検知

鉄道の更なる安全性の向上に向けた研究開発に取り組んでいます。

▶洗掘被災橋梁の緊急診断

▶車両への旅客接近検知

風速計の実際の観測デー
タと事前の気流解析結果
を組み合わせ、時間的に
変化する最大瞬間風速の
マップを作成します。

▶風速マップの作成

複数の海底地震計の観測
データにより、巨大地震
か否かの判断を行い、巨
大地震の場合には、従来
よりも素早く・広い範囲
に警報を発出します。

▶走行車両からのトロリ線摩耗状態の計測

東芝エネルギーシステムズ（株）と
の共同研究により実施しました。

本研究の一部は、国土交通省の
鉄道技術開発・普及促進制度の
委託を受けて実施しました。
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携帯情報端末の列車先頭部への
設置状況

列車巡視支援アプリ計測画面

木まくらぎの劣化度判定画面

吸盤治具での取り付け例

錆汁錆汁

漏水漏水
漏水跡漏水跡

導水樋導水樋

要注意箇所

近接目視、打音

要注意箇所を投影しながらの検査状況

抽出された変状の例軽量埋設型枠
（背面から施工する様子）

型枠

汎用スチーム洗浄機

手持ちノズル

蒸気除草装置

施工実施例

生産性の向上

自動運転の低コスト化

建設の省人化・低コスト化

メンテナンスの省人化・低コスト化

既設のパターン制御式 ATS をベースに改良を加えることで、大きな設備投資を行うことなく自動運転
を実現できました。本システムは JR 九州香椎線での GOA2.5（運転士資格のない係員による自動運転）
に活用されています（2024 年３月～）。

補強材を用いて鉛直に施工する擁壁（RRR 工法）において、コンクリート壁の
背面（盛土側）から型枠を設置できる効率的で安価な施工法（残存型枠工法）
を開発しました。線路に近接していても、昼間の施工が可能となります。

携帯情報端末で列車前
方動画の撮影、列車動
揺の測定を行います。
このデータを木まくら
ぎの劣化度判定システ
ムと連携することによ
り、点検・検査業務の
効率化、省力化が図れ
ます。

蒸気の熱で雑草を枯死させる防除手法。手持
ちノズルのカバーを独自形状とすることで作
業効率が良く、除草剤を用いないので環境に
悪影響を及ぼしません。

トンネル壁面画像からＡＩにより、トンネル
全体の健全度と要注意箇所を特定します。ま
た、要注意箇所を壁面に投影・表示すること
により、効率的に検査が行えます。

自動運転の高度化、メンテナンスや建設における省人化・低コスト化による生産性の向上を
目指した研究開発に取り組んでいます。

▶︎蒸気を用いた雑草防除 ▶︎トンネル壁面の検査支援

▶携帯情報端末を用いた列車巡視支援

▶︎狭あい箇所での擁壁の背面施工

本研究の一部は、国土交通省の交通運輸技術開発推進制度の
委託を受けて実施しました。本研究の一部は、岡三リビック（株）、（株）エンバインとの共同開発により実施しました。

▶GOA2.5 の実現

アプリ開発の一部は、国土交通省の鉄道技術開発費補助金を受けて実施しました。
アプリ開発の一部は、東京大学との共同研究により実施しました。
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超電導ケーブル

超電導ケーブル 運用検証例

冷媒往路

冷媒復路

断熱菅

超電導ケーブルコア

超電導材

蓄電池 電力変換装置 水素タンク 燃料電池

x (m)

y 
(m

)

2

1

0

-1

-2

y
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)

-2 -1 0 1 2

x(m)

独自設計のマイク
配列（72点） 6分割構造の

可搬式フレーム

マイクをスパイラル状に配置した測定装置

従来法

提案法
高解像度化

走行音の周波数特性に対応した
積層型吸音材を導入

ユニット型吸遮音壁　施工例

環境との調和

脱炭素化 車内・駅・沿線環境の向上

2050 年における脱炭素社会の実現に向けた鉄道における脱炭素化や、車内・駅・沿線環境
の向上に資する研究開発に取り組んでいます。

一定温度以下で電気抵抗ゼロとなる超電導現象を電車への電力供給に用いるき電線へ適用します。現在は
400ｍ程度の運用検証ですが、長距離化により変電所の削減や消費電力の削減等の効果が期待されます。

水素燃料電池鉄道車両の開発を通じて運行時のリスク低減策の検討を行い、トンネル内で車両配管から
水素が漏洩したり、水素を安全弁から放出した時の状況など必要な基礎データを得ました。

新たに製作した測定装置と収録データの処理方法の見直しにより、より高精細に音源分布把握ができる
ようになり、車両などに起因する騒音の低減対策が行いやすくなります。

▶︎超電導き電システム送電 ▶︎高解像度音源探査

▶︎水素燃料電池電車の安全性の検証

▶︎高架橋用ユニット型吸遮音壁
走行音の周波数特性に対応した独自の吸音材の導入と高耐食性鋼材を用いた軽量構造の実現により、
沿線騒音の更なる低減と防音壁の効率的な取替えが可能になりました。

本研究の一部は、鉄道総研が国土交通省の鉄道技術開発費補助金、国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）の「戦略的イノベーション創出
推進プログラム（S- イノベ）（JPMJSV0921）」・「未来社会創造事業（JPMJMI17A2）」、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO）の委託・助成事業を受けて実施しました。

本試験車両の開発の一部は、国土交通省の鉄道技術開発費補助金を受けて実施しました。 日鉄建材（株）との共同研究により実施しました。
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先端のみ段
中間は滑らか

従来

先端・中央・後端の3段

提案(3段)

模型実験結果

３段

従来

微
気
圧
波
の
大
き
さ

時間

Photo：ⓒWest Japan Railway Company

乗り物酔いしない
　振子パターン

進行方向

正確な位置検出

応答性を向上させた
振子アクチュエータ

傾き

次世代振子制御システムの要素技術
273系やくも（JR西日本　2024年より運用開始）

次世代振子制御システム導入事例

3 Photo:ⓒWest Japan Railway Company

2

Photo:ⓒEast Japan Railway Company

1

Photo:ⓒKyushu Railway Company

可変減衰上下動ダンパの実車両への搭載状況

本システム導入事例
①ゆふいんの森（JR 九州）
② TRAIN SUITE 四季島（JR 東日本）
③ TWILIGHT EXPRESS 瑞風（JR 西日本）

可変減衰上下動ダンパ

旅客流動解析（シミュレーション）の
各旅客に評価モデルを実装

〈旅客の状態〉
■：妥当
■：許容
■：不快

駅構内の混雑評価手法

利便性の向上

高速化 鉄道サービスの向上

高速化に伴うトンネル坑口で発生する微気
圧波を軽減するため、車両先頭部を３段型
にする形状を開発しました。

高精度な自車位置検出、乗り物酔いしない振子パターン、高精度に車体傾斜させるアクチュエータの
３要素を刷新することで、振子車両の乗り心地を向上させました。

利用者にとって、より快適でより使いやすい鉄道に向けた研究開発に取り組んでいます。

可変減衰上下動ダンパにより、車体の振動を
打ち消すようにダンパの力を制御して上下振
動を低減させ、乗り心地を比較的低コストで
向上させることができます。

個々の旅客が許容できる混雑（密度）と時間との関係を明らかにし、旅客の許容状態を考慮した駅構内
の混雑評価手法を提案しました。駅改良等の計画を立てる際に活用できます。

▶微気圧波低減のための
車両先頭部形状

▶可変減衰上下動ダンパによる
制振制御システム

▶駅構内の混雑評価手法

▶次世代振子制御システム

本成果の一部は、DB Systemtechnik（ドイツ）との共同研究により
実施しました。 本成果の一部は、Astemo（株）との共同研究により実施しました。
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大型低騒音風洞（風洞技術センター） 数値風洞

連成シミュレーション手法 スノープラウの例

車両の姿勢・移動量

スノープラウが受ける
雪の抵抗力

車両運動シミュレータ

排雪シミュレータ

軟化流動

接点温度

トロリ線とすり板の通電を伴う摩耗試験

すり板材軟化点
トロリ線摩擦面の摩耗形態

トロリ線材軟化点

焼付き

超軟弱層・特殊土層
モデル化が困難

一般的な地盤
数値モデル化が可能

ハイブリッド
地盤応答評価

せん断試験
超軟弱層・特殊土層
モデル化が困難

数値解析
一般的な地盤

数値モデル化が可能

測定対象（土）の上面と下面に
逆向きの力を加えるハイブリッド地盤応答評価方法

鉄道の基礎研究

シミュレーション技術の高度化

大型低騒音風洞における風洞実験をコンピュータ上で再現できる「数値風洞」を開発しました。これに
より、実験条件の絞り込みや測定点数の削減など風洞実験を効率よく進めることができます。

走行時に雪から受ける抵抗と車両運動とを同時に解析するシミュレーション手法を開発しました。走行
安全性の評価やスノープラウの開発に活用できます。

鉄道固有現象の解明などの革新的な技術の源泉となる研究開発テーマで、難易度が高く、実用
化した場合の鉄道事業へのインパクトが大きいチャレンジングなテーマに取り組んでいます。

これまで数値解析が難しかった土層にはせん断試験を行い、数値解析結果と組み合わせることにより、
巨大地震における地盤の液状化の可能性をより正確に評価できるようになりました。

摩擦や通電によりすり板に蓄積される熱に着目し、速度や電流などのしゅう動履歴を考慮して、トロリ
線とパンタグラフすり板の摩耗形態を推定する手法を開発しました。トロリ線やすり板の摩耗低減対策
などの検討に活用していきます。

フィジカル技術の高度化

▶数値風洞

▶排雪シミュレーション

▶トロリ線とすり板の摩耗形態推定

▶地盤の液状化評価
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研究開発を支える設備・装置

車両試験装置
実際の車両を用いて、最高速度 500km/h までの仮想走行試験を行うことが
できます。

低騒音列車模型走行試験装置
1/20 スケールの列車模型を最大 400km/h で発射することで、トンネル内
外の空力現象を再現することができます。

大型低騒音風洞
最大 400km/h の風速性能を持ち、高速
鉄道の空力騒音の低減、空力・騒音特性
の改善などを目的とした試験を行うこと
ができます。

高速パンタグラフ試験装置
実際のパンタグラフを使用して最高速度 500km/h までのしゅう動試験を行
うことができます。

大型振動試験装置
震度 7 クラスの実地振動の模擬や実車両台車
の水平 2 次元加振が可能な試験装置です。

高速輪軸試験装置
走行中の台車に作用する荷重を模擬しながら最高速度 500km/h までの車軸
や輪軸の試験を行うことができます。

ブレーキ性能試験装置
様々な条件下で、ディスクブレーキや
踏面ブレーキの試験を行うことができます。
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ドイツ航空宇宙センターとの共同研究

世界の技術をリードする国際活動

海外との連携

海外へ向けた情報発信

近年の共同研究等における主な相手先（海外の鉄道事業者、研究機関、大学など）

フランス国鉄との共同研究

各種技術分野の国際会議への参加や、英文の刊行物・ニュースリリースの発行を通じて、鉄道総
研の研究開発成果や取り組みを海外に発信しています。

海外の大学や研究機関などとの共同研究プロジェクトを推進するとともに、先端技術の習得やグ
ローバル人材の育成のため、研究者の海外機関への派遣や海外からの研究者の受入れを行ってい
ます。また、国内の鉄道事業者や鉄道関連企業などの海外展開を支援しています。

刊行物（電子書籍）

国際鉄道技術展 InnoTrans 2024

世界鉄道研究会議 WCRR 2025

チャルマース工科大学
（Chalmers University of Technology）

マドリッド工科大学
（Universidad Politécnica de Madrid）

ギュスターヴ・エッフェル大学
（Université Gustave Eiffel）

フランス国鉄
（SNCF） インド高速鉄道

イノベーションセンター
（HSRIC）

韓国鉄道技術研究院韓国鉄道技術研究院
（KRRI）（KRRI）

中国鉄道科学研究院
（CARS）

ドイツ鉄道システム技術会社ドイツ鉄道システム技術会社
（DBST）（DBST）

ドイツ鉄道輸送研究センタードイツ鉄道輸送研究センター
（DZSF）（DZSF）

ミラノ工科大学ミラノ工科大学
（Politecnico di Milano）（Politecnico di Milano）

ドイツ航空宇宙センター
（DLR） 

シンガポールシンガポール
陸上交通庁陸上交通庁

（LTA）（LTA）

香港鉄路
（MTR）

台湾鉄路
（TR）

シェフィールド大学
（The University of Sheffield）

バーミンガム大学
（University of Birmingham）

英国鉄道安全標準化機構
（RSSB）

国際鉄道連合
（UIC）

ギュスターヴ・エッフェル大学との共同研究
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鉄道国際規格センター
鉄道国際規格センターは、鉄道分野における国際規格の審議に広くまた一元的に対応するために、
2010 年に設立されました。国際規格に日本の技術仕様や設計思想を盛り込むため、戦略的な活
動を推進しています。
当センターは、国内の鉄道事業者、鉄道関連産業界、国内規格審議団体などの会員の支援を得て
運営され、「国際規格の審議・提案」、「国際標準化の戦略的検討」、「国際規格に関する情報の提供」
などの活動を行っています。
鉄道技術に関連する IEC および ISO の国際規格審議団体として、規格原案作成や規格審議へ参
加しています。

鉄道技術推進センターは、鉄道技術関係者が協調・連携し、共通する技術課題を解決する場として
1996 年に設立されました。当センターは、国内の鉄軌道事業者、鉄道関連企業、学校等教育機関など
の会員の支援により運営され、「技術力の維持・向上」、「技術の体系化と課題解決」および「技術情報サー
ビス」を３つの柱として活動を展開しています。

技術支援
現地調査、講習会などを通じて、技術的課題に関する、診断、助言、指導を行い、地域鉄道などの安全・
安定輸送、技術の継承を支援しています。また、鉄道技術者の育成に活用できる教材などを整備しています。

鉄道設計技士試験
鉄道設計技士試験を実施し、鉄道技術者の技術
レベルの維持・向上を図ることにより、鉄道業
界全体の人材育成に寄与しています。

技術基準の原案作成
構造物の設計・維持管理に関する技術基準の原
案作成を行い、鉄道輸送の安全確保や業務の効
率化に貢献しています。

鉄道技術推進センター

鉄道国際規格センターが進める審議活動（2026 年 4 月現在）

会員企業・団体（鉄道事業者、鉄道産業界、関係協会）および国と連携し、国際標準化に
関する戦略の検討とその展開を図っています。

鉄道国際規格センターの位置付けと関連会議

設計標準・同解説、維持管理標準・同解説

鉄道国際規格セン
ターの詳しい情報
に つ い て は 弊 所
ウェブサイトをご
覧ください。

鉄道技術推進セン
ターの詳しい情報
に つ い て は 弊 所
ウェブサイトをご
覧ください。

国内作業部会 国内作業部会

国内審議団体

鉄道関係の事務局

IEC/TC 9
鉄道用電気設備とシステム

ISO/TC 269
鉄道分野

ISO/TC 17
鋼（鉄鋼連盟）

ISO/TC 269/SC 1,2,3
インフラストラクチャ、車両、
オペレーション＆サービス

ISO/TC 17/SC 15
鉄道レール、レール締結装置、

車輪及び輪軸

ISO 鉄道関連
環境　情報　その他

ISO/ その他 TC

センターの担当範囲

日本産業標準調査会（JISC）

国内作業部会 国内作業部会

鉄道設計技士試験

施設・設備の診断などに係る技術的助言
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鉄道業界はもとより、広く社会の要請に応えるため、日頃の研究成果を製品化しているほか、
お客様のご要望に受託業務として対応しています。

研究成果の製品化の例

受託業務
各種研究開発、試験、評価、調査、設計並びにシステムインテグレーション、エンジニアリング、鉄道
技術に関する講演、技術指導など

軌道保守管理
データベース
システム：
LABOCS

運転曲線作成
システム：
SPEEDY

早期地震防災システム

橋梁下部工および土留
め擁壁の健全度診断：
IMPACTUS

構造物の遠隔
非接触評価
システム：
Uドップラー

鉄道総研式
ヒューマンファクタ―
分析法

試験設備を利用した受託業務の例

受託試験の詳しい
情報については弊
所ウェブサイトを
ご覧ください。鉄道車両の空気力評価に関する風洞試験
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鉄道総研の研究成果などを社会的に普及させるため、鉄道総研講演会などの講演会を開催したり、
鉄道総研報告、 RRRなどの定期刊行物を発行しています。また、国内外の鉄道技術情報を収集
するとともに公開しています。

鉄道関連技術資料の収集と公開
図書館では、鉄道関連図書約3万冊や鉄道関連雑誌 
約240タイトルを収集・公開しています。また、電子図
書館では、鉄道総研の刊行物等を通じて、研究成果を積
極的に発信しています。

出版
研究成果を学術的な観点からまとめた鉄道総研報告、研
究開発成果および鉄道技術をわかりやすく紹介したRRR、
研究開発成果を海外向けに発表した英文論文誌QR、鉄
道総研の活動を紹介する海外向けの英文広報誌Ascent
などを通じ、情報を発信しています。

講演会など
鉄道総研の幅広い研究開発成果を総合的に発表するため
に、テーマを定めて年1回開催する鉄道総研講演会、各
研究分野で得られた成果を適時に発表する月例発表会、
鉄道技術フォーラムなどを開催しています。

講習会
鉄道の基礎技術や研究成果の普及を図る鉄道技術講座を
開催しています。

鉄道総研講演会

図書館

刊行物（電子書籍を含む）

講習会（鉄道技術講座の配信 )
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鉄道総研の取組み
人権方針・コンプライアンス行動指針・調達方針
人権を尊重するとともに、法令等を遵守し高い倫理意識をもって活動を行います。

コンプライアンス行動指針
私たち鉄道総合技術研究所の役職員は、コンプライアンスを推進するため次の指針に基づいて行動し、
鉄道システム及び科学技術の発展に貢献します。

1.私たちは、社会の一員として常に高い倫理意識を持って行動します。
2.私たちは、法令・社会的規範を遵守し、公正かつ誠実に行動します。
3�. 私たちは、研究開発や情報発信の業務を行うにあたり、公益法人の役職員としての使命を自覚し、
　社会的信用の維持・向上に努めます。
4.私たちは、鉄道総研の規則・規程に従って、適正に業務を遂行します。
5�. 私たちは、お互いの責任と立場を尊重し、自由活発に意見が交わせる健全な職場風土の維持・向
　上に努めます。

鉄道総研は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています

人権方針
鉄道総研は、ビジョン「革新的な技術を創出し、鉄道の発展と豊かな社会の実現に貢献します」を設定
して事業活動を行っています。人権尊重はすべての事業活動の基盤であり、人権尊重の社会的責任を果
たすために、「公益財団法人鉄道総合技術研究所人権方針」を定め、人権尊重の取組みを推進します。

SDGs の取組み
鉄道総研はその事業活動を通して、SDGs に掲げられた１７の目標のうち、鉄道総研の強みをい
かせる「産業と技術革新の基盤をつくろう」を主体に、９つの目標の実現に向けて活動しています。

次世代認定マーク
「プラチナくるみん」

活力ある職場創り

職員一人一人が自己実現を実感できる
ウェルビーイングな職場創りを目指してい
ます。

多様な働き方への支援
フレックスタイム制、テレワーク勤務制度、
育児・介護への支援など

次世代育成支援
優良な「子育てサポート」企業として厚生労
働大臣の特例認定（プラチナくるみん認定）
を受けています。

自己啓発の支援
博士取得就学支援、資格取得に対する報奨金など

福利厚生
家族用宿舎、独身寮、住宅援助金、カフェテリアプラン、奨学金返還
支援制度など

独身寮

JR 国立駅北口より
徒歩 7 分（550m）

人権方針の詳細については、弊所ウェブサイトをご覧ください。

調達方針については、弊所ウェブサイトをご覧ください。

調達方針 国立研究所へのご案内

鉄道総研が取り組む SDGs の 9 つの目標
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〒185-8540　東京都国分寺市光町2-8-38
TEL：042-573-7219   FAX：042-573-7255
https://www.rtri.or.jp/

C r e a t i n g  s u s t a i n a b l e  r a i l w a y  s y s t e m s

持続可能な鉄道システムの
創造を目指して
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